
令和 7年 9月 26日 

行政運営改善調査の実施 

総務省行政評価局では、行政評価等プログラムに基づき、令和7年10月から以下のテーマ

について調査を実施します。 

○ 洪水対策に関する調査－ダムの事前放流を中心として－

河川の洪水対策として取り組まれている事前放流の円滑な実施に資するため、事前放流に

係る現場の実態や課題等を調査し、改善方策を検討 

公表資料 

(連絡先) 

＜洪水対策に関する調査－ダムの事前放流を中心として－＞ 

総務省行政評価局評価監視官（復興、国土交通担当） 

担 当：岸 

電 話：03-5253-5456（直通） 

＜調査全般について＞ 

総務省行政評価局総務課 

担 当：合田 

電 話：03-5253-5407（直通） 

お問合せフォーム：https://www.soumu.go.jp/form/hyouka/i-hyouka-form.html 



○ 洪水対策に関する調査ーダムの事前放流を中心としてー

○ 河川の洪水対策として取り組まれている事前放流※の円滑な実施に資するため、事前放
流に係る現場の実態や課題等を調査し、改善方策を検討
※ 大雨が予測される場合に、事前にダムの空き容量を確保（利水容量の一部を使用）するための放流

 近年、台風の大型化や前線の活発な活動等により各地で大雨が発生している中、令和6年に
は全国で130を超える河川において氾濫が発生しており、今後も気候変動による水害の激甚
化・頻発化が予測されている。

 国は、令和元年12月に策定された「既存ダムの洪水調節機能の強化に向けた基本方針」に
基づき、関係者（河川管理者、ダム管理者、関係利水者等）による連携の下、事前放流の取
組を推進している（令和6年においては、全国延べ184基のダムで事前放流が実施）。

 事前放流は、ダムの容量が治水と利水の目的ごとに設定されている中で、関係利水者の協
力を得た上で実施されているところ、洪水対策としてより充実を図る余地があるのではない
か。

主要調査事項

■ 国、都道府県等における治水協定
の運用状況

■ 事前放流の実施判断の現場におけ
る実態 等

主要調査対象

調査対象機関 国土交通省、農林水産省

関連調査等対象機関 都道府県、市町村、関係団体等

調査実施期間
令和7年10月～8年6月（予定）


